
ワーケーション自治体協議会のワーケーション施策に

関する会員調査の結果について

【調査概要】

１．目 的：WAJ会員のワーケーション事業への取組に関する実態把握

２．主 体：ワーケーション自治体協議会／公益社団法人日本観光振興協会

３．協 力：一般社団法人観光みらい研究所

（協力山梨大学）

４．手 法：インターネット調査
５．期 間：2022年9月13日～2022年11月29日

６．対象者：WAJ会員である自治体213団体 のうち119団体（回答率：55.8％）

７．主な調査項目

・令和4年度におけるワーケーション（誘致）事業への取組の有無
・ワーケーション（誘致）事業の主担当部門

・ワーケーション（誘致）事業詳細（予算額、取組内容など）

・ワーケーション（誘致）事業を行う目的

・ワーケーション（誘致）事業を推進する上での課題

・ワーケーション（誘致）事業における他組織との連携の有無 他

８．調査結果：別紙のとおり

＊本調査の分析業務については、日本財団の支援により実施しました。

■お問合せ

ワーケーション自治体協議会（和歌山県情報政策課：wwp_info@pref.wakayama.lg.jp／073-441-2406）

公益社団法人日本観光振興協会（企画政策部門：kikakuseisaku＠nihon-kankou.or.jp／03-6435-8332）

公益社団法人日本観光振興協会とワーケーション自治体協議会（以下、
WAJ）は、今後のワーケーションの更なる定着・拡大につなげるべく、
WAJ会員自治体のワーケーション事業への取組みの現状や課題に関わる実
態調査を実施しました。
このたび調査結果がまとまりましたのでお知らせします。
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